





















































































































































































































































































































実績４７万8 , 000戸、第二期５カ年計画（７１～７５年）計画６７万8 , 000戸、実績４９万
4,000戸、第三期５カ年計画（７６～８０年）計画４９万5,000戸、実績３６万500戸、第四
期５カ年計画（８１～８５年）計画３６万戸、実績２５万1,000戸、第五期５カ年計画（８６～
９０年）計画２８万戸、実績２１万6,000戸、となっている。
ちなみに第二次全総計画は６９年、第三次全総計画は７７年、第四次全総計画は８７年にそれぞ
れ策定されてスタートしている。第一次計画中の第一期住宅建設５カ年計画で５２万戸建設すると
していた公営住宅は、バブル時の第四次計画中の第五期計画では２８万戸にまで落ち込んでいる。
しかも実績もそれに比例して落ち込み、いずれも７０％前後にとどまっている。地価上昇がピーク
になるたびに、計画および実績ともに前期計画を下回ることになり、地価上昇のカーブとは逆の下
降カーブをたどって、今日に至っていることが理解されるというものである。
こうした状況に国はどう対処することになったのか（自治体の対処についても触れたいが、自治
体の場合はバブル以前に独自の公営住宅政策を持っているところがきわめて少なく、公営住宅の建
設戸数をもって、その「ヤル気」といったものを判断するしかないので省略する。自治体が独自の
住宅政策を展開するのはバブルに直面した以降である（11） 。公営住宅の建設・供給戸数が年々減少
の一途をたどるということは、公営住宅入居希望者が年々増大し、その待ち時間が長期化すること
を意味する。国は住宅建設計画において最低居住水準（４人世帯で３ＤＫ、５０平方ｍ）を定め、
同水準未満の世帯の解消を計画の目標に掲げたものの、第一期住宅建設５カ年計画以降、同水準未
満の世帯は住宅・土地統計調査によるとつねに全世帯の１０％を超えている。それらの人々が公営
住宅入居により居住水準の改善を図るのがきわめて困難な状況が加速してきたわけである。
国が考えたのは、公営住宅入居者の流動化である。つまり入居者の入居期間をできるだけ短くす
る。公営住宅法は制定以来２００２年までに計１６回にわたる法改正を重ねてきたが、それらの改
正のうち大きなものは、その一点に絞ったものであったといっても過言ではないだろう。
それは収入超過者の退去を促し、また条件つき入居者の拡大を図る方向で行われた。たとえば、
１９５９年改正は、収入超過者に対する明け渡し努力義務、割り増し賃料の規定、１９６９年改正
では、高額所得者に対する明け渡し請求の規定、１９８０年改正では、高齢者、身体障害者の単身
11）バブル期の自治体住宅政策については、小著『自治体住宅政策の検討』（９２年、日本経済評論社）
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入居制度の導入、建て替え戸数倍率の緩和ときて、１９９６年にこれまでにない大改正が行われる。
それは入居者のさらなる入居期間流動化を促すために、家賃の市場化を進めるのを狙いとしたもの
であったのである。
つまり、その骨子は（１）高齢者等の入居収入基準について、地方裁量により一定額まで引上げ
ることができる、（２）公営住宅家賃は入居者の収入と住宅の立地条件、規模等に応じ、周辺民間
家賃を参考に定める、（３）種別区分を廃止し、供給方式として買取り、借り上げ方式を導入、（４）
建て替え事業の要件の緩和、（５）公営住宅を社会福祉法人等に使用させることが可能に、といっ
たものであった。これにより公営住宅市場化への道が開かれることになったわけである。「民間で
できることは民間へ」というのが近年の政府、経済界の考えであるが、それに沿った改正でもあっ
たといえる。しかし、これは公営住宅法の趣旨を逸脱しかねない改正で、自治体の公営住宅当局者
の意欲をさらに削ぐことになるのは避けられないことであった。
こうした状況にさらに追い討ちをかけたのが冒頭にしるした住宅関連三法のうちの「地域におけ
る多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備に関する特別措置法」（以下、公的賃貸特措法と略）
であり、「公的資金による住宅及び宅地の供給体制の整備のための公営住宅法の一部を改正する法
律」（以下、公営住宅法等の一部改正と略）といえる。
すなわち公的賃貸特措法は、政府の三位一体改革にによる国の補助金削減、税源移譲に伴って、
公営住宅建設に係わる補助金を廃止する、代わりに新たな交付金制度を設ける、これにより地域が
公的賃貸住宅を建設・供給するというのがその骨子である。この交付金として２００５年度予算で
措置されたのは５８０億円。ちなみに同年度予算における公共事業関係費（事業費ベース、地方負
担分をふくむ）は総額１１兆４,３００億円、うち住宅対策費は５,８７０億円、その１０分の１で
ある。また２００３年度における国の公営住宅予算は３,４５０億円という数字があるが、５８０
億円というのは、ざっとその６分の１にである。これはもはや地方は財政面から公営住宅を建設す
ることを放棄ないし撤退してもいいということであろう。
また（ちなみにであるが）、この法律が地域で公的賃貸住宅を建設・供給するとしている、その
「地域住宅」と称される公的賃貸住宅の中に公営住宅の名称はない。法に掲げられている「地域住
宅」には「地方公共団体が整備する住宅、都市再生機構、地方住宅供給公社の賃貸住宅、特定優良
賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅等」とあるだけである。
さらにいえば、公営住宅法等の一部改正では、公営住宅の管理を他に移管できること、公営住宅
建設の家賃収入補助（建設に係わる用地費の金利負担分の補助金）の廃止が定められた。いまや公
営住宅団地管理の民営化さえ現実のものになりつつあるといえる。また、公営住宅法等の一部改正
の「等」の部分の改正といえる地方住宅供給公社法の改正では、公社の自主的な解散ができる規定
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が整備された。公社が債務超過や赤字経営に陥ったりした場合、入居者の意向にかかわらず解散を
決めることができることになったわけである。
かくて自治体が公営住宅や住宅供給公社の経営から手を引いてもいい環境が法的に整備されたこ
とになる。これが国土計画がもたらした地価上昇により公営住宅建設が行詰まった揚げ句の結末で
ある。もちろん公営住宅制度がこのような結末を迎えることになったのには、政府の市場化路線と
無縁でないが、高地価の前に公営住宅制度が行詰まっていたことが市場化の口実を与え、さらに拍
車をかけさせることになったといっていいだろう。
［公団住宅の場合］
公団住宅についても簡単に触れておこう。公団住宅も公営住宅と同様の経過をたどり、特殊法人
改革により廃止、都市再生機構として再発足することになったが、その歴史を振り返ってみると、
公営住宅の場合に比べてより政府の経済政策に翻弄されつづけてきたのがわかる。
公団は発足自体が政府の経済政策に基づくものである。つまり高度成長を図るために大都市圏に
集中させるべく勤労者の受け皿としての住宅供給を行うために設立された。公団は第一次全総計画
にやや遅れて策定された第一期住宅建設５カ年計画（６６年～）において３５万戸のノルマを課せ
られ、これは計画通り消化するが、第二期計画（７１年～）においては、第二次全総計画による地
価上昇、そのための建設コストの高騰、地方自治体の人口抑制策などの要因により、４６万戸の計
画を大きく下回る２８万４,０００戸（実施率６１.７％）の建設にとどまる。次の第三期計画（７６
年～）においては計画の３１万戸に対して１６万９,０００戸（実施率５４.５％）にとどまった。
いずれも惨澹たる結果といえる。そこで公団は計画のノルマを達成するために遠隔地に小規模の
住宅を建てまくらざるをえなくなり（これは戸数主義と評された）、これが「遠・狭・高」の代名
詞になるのは知られる通りである。公団をさらに追い詰めることになるのは、地価が暴騰したバブ
ル時における宅地開発と分譲住宅に傾斜した住宅供給事業であった。
８１年に公団は行政改革の一環として、列島改造時に発足した宅地開発公団と合併して住宅・都
市整備公団として新発足し、同時に公団の目的変更がなされ、大規模宅地造成事業にも乗り出すこ
とになる。現在、都市再生機構が抱えている未利用地の多くは、この目的変更後に買入れられたも
のである。賃貸から分譲へのシフト変更は８０年代から進み、第四期計画（８１年～）初年度にお
いてその割合は、賃貸８,２６８戸、分譲１万７,４７８戸と１対２にまでなった。
おりしもわが国の住宅事情は、あいかわらず住宅困窮、最低居住水準未満の世帯が存在するとは
いえ、量から質への転換が図られつつあるときで、住宅需要の中身が多様化してきている。民間は
そうした実態にたくみに対応していっていたが、公団はなお持て余し気味の宅地を処分し、かつ戸
数にこだわった住宅供給に固執していたのである。しかも、おりからバブル状況の中で民間なみ
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（つまり地価を住宅価格にそのまま反映させた営利事業として）の住宅供給事業を行っていた。別
表は当時の公団住宅の規模と家賃を示したものである。
たとえば１９８７年と９３年における賃貸、分譲住宅の規模、価格（家賃、分譲価格）を見ると、
賃貸の場合、規模は小さくなり、家賃は１.５倍になっているのがわかる。分譲も規模はほぼ同じ
ながら価格はやはり１.５倍である。この価格は８７年には、勤労者の平均年収の５.２倍であった
が、９０年には６.８倍になっている。そして９２年には価格を押さえるために専用平均床面積を
７平方ｍも減らすことになるのである。これでは公団住宅離れが起きてもおかしくない。各地で未
入居住宅、未利用宅地が続出することになる（中には、未入居住宅を減らすために分譲価格を大幅
値下げして販売し、既入居者から訴訟を起こされる事態も起きた）。一時期、未入居住宅は千葉ニ
ュータウンなどの大規模団地を中心に数万戸におよぶのである。
公団は自己資本がきわめて小さく、事業を行うために資金コストのかかる財投資金あるいは民間
資金の借入に依存せざるをえない。公団は国の住宅・宅地政策を実施する公的機関にもかかわらず、
建設費などに対する一般会計からの補助はないばかりか、公団に対する国の出資金も９９年から
０２年を除き皆無であった。そのために公団はいやおうなしに財投資金を利用せざるをえず、逆に
国は財投を利用して運用先の公団に政府の政策を実施させる構図が定着した。宅地開発公団との合
併やバブル前後におけるあいつぐ土地買収などがその例といえる。政府は第四次全総計画が引き起
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こしたバブル崩壊後の地価値下がりに歯止めをかけるために、公団に対し土地買収を進めさせてい
たのである（一部の地方住宅供給公社に対しても土地買収を行わせ、それが理由で千葉県住宅供給
公社の経営が破綻したことは新聞報道で広く知られている）。（12）
公団資料によれば、公団の０２年までの長期借入金は政府資金が１１兆１,２８０億円、民間資
金が５,４５２億円、債券と合わせると約１６兆円に達するとされていた。とはいえ公団が大都市
圏における中堅勤労者の居住確保と居住水準改善に果たしてきた役割には大きなものがあったとい
っていいだろう。何よりもこれまで（２００１年度末まで）の建設・供給実績（賃貸８２万戸、分
譲２８万戸）がそれを物語っている。しかし、政府にとって公団はすでに重荷でしかない。公団は
特殊法人改革の対象になる。
２００１年６月に小泉内閣により特殊法人等改革基本法が成立、同法に基づき６月２２日に第一
回特殊法人等改革推進本部の会議が開かれ、１１月２７日に開催された第四回会合までの間に、特
殊法人改革を牽引させる観点から、国の財投支出が大きく、国民の関心が高い（とされた）道路四
公団と都市基盤整備公団、住宅金融公庫、石油公団の七法人について、他の法人に先がけ改革する
ことが決定されるのである。１２月１９日には特殊法人等整理合理化計画が閣議決定の運びとなり、
都市基盤整備公団は０４年７月１日をもって廃止、独立行政法人都市再生機構に組織替えされた。
要するに公団住宅を建設・供給してきた公団は潰れたわけである。住宅金融公庫は０７年に廃止、
住宅関連三法の中の独立行政法人住宅金融支援機構法の成立により住宅金融支援機構になる。
住宅建設法による各住宅建設５カ年計画は、主に公営、公団の公的住宅、住宅金融公庫による融
資住宅に民間住宅を合わせた各年度の建設計画を内容として成り立っている。したがって同５カ年
計画は、すでに特殊法人改革により公団、公庫の役割にピリオドが打たれた時点においてその役割
を終えていたが、住宅関連三法により公営住宅も実質的にどうでもいいことになったことから、住
宅建設計画法自体の存立意義も完全に失われたことになる。戦後住宅政策は法制度的にも終焉する
ことになったのである。
その直接的、間接的引き金を引くことになったのが全総計画によりもたらされた地価上昇だと筆
者は認識している。あらためて言うと全総計画は戦後住宅政策終焉の加害者であり、逆にいえば戦
後住宅政策は全総計画の被害者ということになる。そうした結果、わが国における公共住宅政策は
その役割を終え、新規の住宅の建設・供給はほぼ市場にまかされることになった。先進国でこうい
う国家社会は米国をふくめ、あまり例がない。
12）バブル期前後に地方住宅供給公社が直面した事態に関しては、前掲『戦後住宅政策の検証』を参照された
い。
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おわりに…居住福祉策をどう構築するか
確とした公共住宅政策がなくなるということは、国民にとり居住のセーフティネットが失われる
ことを意味している。たとえば生活保護の中の住宅扶助のひとつのありようとしての公営住宅を考
えたらいい。それがなくなったら、どういうことになるか。憲法第２５条は国に国民の生存権保障
の責務があることを明記、戦後住宅政策を支えてきた各住宅法はその理念を受けたかたちで構成さ
れているが、肝心の住宅法が雲散霧消してしまうことになって、居住に関わる国による国民の生存
権保障責務も揺らいできているといっていい。国民に対する居住保障をすっかり市場にまかせるこ
とになっていいのかどうか。
公営住宅はともかく公団が特殊法人改革の対象になったのには、そもそも「住宅はすでに充足し
た」という政府、経済界などの認識があった。だから「市場にまかせるべきだ」と新自由主義の経
済学者らも声を大にした。たしかに、すでに１９７３年住宅統計調査の時点において住宅数は世帯
数を上回っている。総務庁の９８年住宅・土地統計調査によれば、全国の空き家率は１１.５％に
達している。だから「充足した」といえるのかどうかである。
筆者はその認識に誤謬があると思う。すなわち空き家の内容を見てみると、最低居住水準未満の
利用不適格住宅（延べ面積が１８平方ｍ未満、１８平方ｍ以上でも老朽度が大きいもの、便所共用
のもの）が２０％あり、そのほかに住宅としての条件を供えていないため入居者を募集していない
ものが２８.６％も存在することが判明している。さらに入居者を募集しているにもかかわらず、
劣悪な居住水準のために空き家になっているのが４３％である。このことは空き家が多いことが即
住宅が足りているとはいえないことを示している。つまり居住水準や住環境が適切な住宅が空き家
となっているわけではないのである。
さらに同調査によれば、住宅建設計画がこの四半世紀の間、その解消を目標に掲げてきた最低居
住水準未満の世帯はなお、公的賃貸住宅で１４.１％、民間賃貸住宅で１２.２％存在する。戸数に
して計２２４万戸である。これらの世帯が少なくとも現在もなお居住改善を求めているといってい
いのである。
ちなみに全国の公営住宅管理戸数は２００１年度末の時点において計２１７万戸である。このこ
とは何を指しているか。それは仮に公営住宅がこの管理戸数の倍、建設・供給されていたならば、
最低居住水準未満世帯はほぼ解消していたことを示している。このことからも公営住宅の建設はな
お人々から待たれていることがわかるというものである。
しかし、現在すでに公営をふくむ公的賃貸住宅に居住している人々にとっても安心できる状況で
はない。仮に団地の管理が民営化され、家賃が民間並みのものになったり、あるいは建て替えによ
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り家賃が高額化した場合にそれに耐えられるかどうか、または退去せざるをえなくなるか、そのき
びしい選択に迫られるときがくるかもしれないからである。間もなく退職年齢に達する団塊の世代
は、年金暮らしに入ると同時にそうした試練に直面することになるかもしれない。民間賃貸住宅に
居住している人々も、２年ごとの契約更改のさいに定期借家権をタテに家賃値上げを迫られるケー
スが続出するだろう。これらはわが国が今後、とくに大都市ではホームレス予備軍を大量生産する
ことになりかねない国家社会になりつつあるのを指しているといっていいだろう。それらの救済が
住宅政策では期待できないとすれば（住宅政策といっても、すでに瓦解しているわけだが）、とく
に地域自治体はどうすればいいのか。ここで「地域自治体」というのは、それが地域住民にとって
もっとも身近な行政主体だからである。
それはおそらく地域における住宅対策を総合福祉対策の一環として組み入れ、政策化することだ
ろう。具体的には地域福祉計画の中に、とくに高齢者福祉対策と連動した住宅対策を組み入れ、そ
れを広義の福祉対策として展開することにより、地域住民の居住福祉を保障することである。（13）
地域内に大規模団地などがあり、同時期に大量の高齢者が生まれる可能性のある自治体では、とく
にそうした取組みが待たれている。
なぜ、そうした取組みが待たれているのか、それは人々が安心して居住しうる状況を保障する、
居住保障というものが福祉の基礎であり、根幹であるからにほかならない。産業革命ただ中の１９
世紀半ばから公共住宅政策を展開してきた英国におけるその政策化の動機も、（14）そうした認識に
基づくものであったことは広く知られている。英国をはじめ西欧の国は、この人々の居住保障を担
保するところから福祉国家としての基礎を築いたと言っても過言ではない。したがって、地域福祉
計画の中にこの居住保障を担保しうる住宅対策をいかに構築するかが、地域自治体にとっての当面
の課題ということができる。
東京ではバブル期の地価高騰のただ中で、その状況に対応すべく、国の政策を超えた独自の住宅
政策を策定、展開して、住民の期待に応えた自治体が続出した。（15）国の住宅政策が終焉した今日、
自治体に待たれているのはふたたび、そうした取組みを再び行うことではないかと筆者は思ってい
る。問題はその財源であろう。その財源をどこに求めるか、それは地域内の住民と議会とともに考
えるほかない。地域内の居住福祉はまさにそこにかかっているといっても過言ではあるまい。
13）居住福祉の概念については早川和男、野口定久、武川正吾編著『居住福祉学と人間』（０２年、三五館）
などを参照されたい。他に早川『居住福祉』（００年、岩波書店）など。
14）有名な１８４２年のＥ・チャドウィック報告「イギリスにおける労働者の衛生状態」などを参照されたい。
15）前掲『自治体住宅政策の検討』を参照されたい。
